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１ 経営戦略の趣旨 

 本市では、水道事業の進むべき方向性とその実現に向けた基本的な考え方を

示す事業運営の方針となる沼津市水道事業ビジョン（計画期間 15 年：平成 28

年度～令和 12 年度）を策定し、事業を実施しております。 

 しかし、少子高齢化による人口減少に伴って、給水人口も減少し、水需要の

減少が見込まれる一方で、施設の老朽化に伴う改築・更新事業の費用が必要に

なるため、水道事業の経営環境は厳しくなることが予想されます。 

 このような経営環境にあっても、将来にわたって持続可能な水道事業を運営

するためには、中長期的な視点で必要となる施設や設備に関する投資の見通し

と、投資のために投入できる財源の見通しを試算し、収入と支出が均衡するよ

う調整した収支計画を立て、経営の効率化・健全化に取り組む必要があります。 

総務省は、公営企業が将来にわたって安定して持続的に事業を継続していく

ために、『公営企業の経営に当たっての留意事項について』(平成 26 年８月 29

日付け総務省自治財政局公営企業三課室長通知)及び『「経営戦略」の策定推進

について』(平成 28 年１月 26 日付け総務省自治財政局公営企業三課室長通知)

を発出し、公営企業における経営戦略を策定し、それに基づき事業を進めるこ

とで経営基盤を強化するよう要請しています。 

 このことから、既に策定した沼津市水道事業ビジョンに掲げる目標の実現を

目指すため、中長期的な投資・財政の見通しを立て、財政マネジメントの向上

を図る水道事業経営戦略を策定するものです。 

 

２ 計画期間 

  経営戦略の計画期間は、上位計画である沼津市水道事業ビジョンの進捗と

歩調を合わせるため、令和３年度から令和 12 年度の 10 年間とし、次期沼津

市水道事業ビジョンの策定にあたっては、経営戦略と一体での策定を目指し

ます。 

また、経営戦略については、今後の社会情勢の変化や計画の進捗状況等に応

じて随時必要な見直しを行います。 
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３ 他の計画との整合 

  経営戦略の策定及び実施においては、次の計画と整合を図っています。 

本市の最上位計画である第５次沼津市総合計画をもとに、平成 27 年度に策

定した沼津市水道事業ビジョンを上位計画として、国の新水道ビジョンなどの

方向性を踏まえ、沼津市公共施設マネジメント計画などと整合を図った計画と

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沼津市水道事業経営戦略 

（令和３年度～令和 12 年度） 

国の施策

新水道ビジョン 

（平成 25年） 



 

 

第２章 水道事業の現状と課題 

3 

１ 水道事業の現状 

  (1) 沿革 

本市の水道事業は、戦後の昭和 22 年８月に水道創設事業の認可を受け、

昭和 25 年７月に泉水源地からの送水を始めました。創設事業では、旧海軍

が使用していた施設を譲り受け、これらを活用し、水源地や配水池等の整備

を進めました。また、良質で豊富な水を湧出する泉水源地が清水村(現在の

清水町)に位置していたことから、両市村の協定により、沼津市と清水村を

給水区域として、昭和 23 年度から昭和 27 年度までの５ヵ年計画（当初計

画）をもって施設整備を進めました。 

 （第１期拡張事業） 

昭和 30 年代の経済成長や人口増加に対応して、昭和 35 年度から昭和 41

年度までの７ヵ年の第１期拡張事業を実施し、泉水源地の取水・送水能力の

増強、八重配水池の新設、市内配水管網を整備しました。 

また、給水区域外であった内浦や西浦地区の簡易水道施設を整備しました。 

 （第２期拡張事業） 

昭和 40 年代に入ると、高度経済成長や市街化に対応して、昭和 45 年度か

ら昭和 52 年度までの８ヵ年の第２期拡張事業を実施し、柳沢・井出などの

水源を新設したほか、取水・送水・配水能力を増強しました。 

 （第３期拡張事業） 

第２期拡張事業が完了する頃には、水需要が施設能力を上回ったほか、宅

地開発により給水区域を拡大する必要があり、昭和 53 年度から昭和 57 年度

までの５ヵ年の第３期拡張事業を実施し、石川・沢田水源の新設及び八重・

足高等の配水池を整備して施設能力を増強し、配水管網を整備しました。 

また、昭和 56 年には、内浦簡易水道区域の水不足解消のため、江浦・重

寺間に海底送水管を布設しました。 

 （第４期拡張事業） 

平成元年度からは 10 ヵ年の第４期拡張事業を実施し、椎路、岡宮の一部

地域へ給水区域を拡大したほか、内浦及び足高簡易水道を上水道事業に統合

しました。 

また、平成７年度に事業計画を変更し、河内・木負、久連及び平沢の各簡

易水道を統合して給水区域を拡大しました。 
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 （第５期拡張事業） 

平成 15 年度から 10 ヵ年の第５期拡張事業を実施し、古宇及び江梨地域に

水源や配水池等を新設するとともに配水管網を整備し、西浦地区の立保、古

宇、足保、久料及び江梨の各簡易水道を上水道事業に統合しました。 

そのほかに、平成 14 年度に下水道部を廃止して水道部に統合し、平成 21

年３月より新庁舎にて業務を開始しました。また、泉水源地送水管理センタ

ーの老朽化等に伴い平成 23 年度からの５ヵ年の継続事業で管理棟の建替え

等を行いました。 

平成 17 年４月には、旧戸田村との合併に伴い、戸田村水道を統合しまし

た。なお、市内最後の簡易水道である井田簡易水道についても、令和２年４

月１日をもって水道事業に統合しました。 

 

  (2) 給水状況 

   ・供用開始年月日         昭和 25 年７月 12 日 

   ・法適(全部・財務)・非適の区分  全部適用 

(昭和 35 年４月１日適用) 
 

                           (令和 2 年 3 月 31 日現在) 

 

 
 

                                (令和元年度) 

 

 

  (3) 施設 

   令和２年度における本市の水道施設は、水源 17 箇所、配水池 38 箇所、 

加圧ポンプ場９箇所となっています。 

そのうち、令和２年４月１日に水道事業に統合した井田簡易水道事業には、

水源が１箇所、配水池が１箇所あります。 

   水源は地下水(深井戸・伏流水)99％、その他(湧水)１％を使用し、水道管

総延長は約 1,068km となっています(令和元年度末時点)。 

   施設能力は 16 万 6,750 ㎥／日、施設利用率は 54.34％です。 

※施設利用率 (1 日平均給水量 9万 614 ㎥／施設能力 16万 6,750 ㎥/日) 

行政区域内人口 226,399 人 現在給水人口 225,022 人 

計画給水人口 225,716 人 給水普及率 99.7％ 

年間総配水量 33,164,836 ㎥ 年間総有収水量 28,352,898 ㎥ 
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水源 

配水施設 

水源名 種別
取水能力
（㎥/日）

浄水方法

左岸配水区
（市内中央・大平・清水町　他）

泉水源地 深井戸・湧水 80,000 滅菌処理

西部配水区
石川水源地、井出水源地
青野水源地、柳沢水源池、
原水源地

深井戸 21,430 滅菌処理

北部配水区
北小林水源地、
足高水源地、沢田水源地、
木瀬川水源地、双葉水源地

深井戸 28,730 滅菌処理

南部配水区
内浦水源地、河内水源地、
古宇水源地、江梨水源地

深井戸 2,980 滅菌処理

戸田配水区
新田水源地、第１水源、
第3水源、第5水源、
雉ヶ尾水源、

伏流水
深井戸
湧水

7,010

マイクロストレーナ・紫外線照射
（第1、雉ヶ尾）
滅菌処理

井田配水区
井田
赤ノ田水源

深井戸・表流水 214 緩速ろ過（赤ノ田）

140,364

配水区

上水道

合計

水源名 配水池 加圧ポンプ場

左岸配水区
（市内中央・大平・清水町　他）

泉水源地
中瀬配水地、八重配水池
静浦配水池、口野配水池

香貫台ポンプ場
徳倉ポンプ場

西部配水区
石川水源地、井出水源地
青野水源地、柳沢水源池、
原水源地

石川配水池、井出配水池、
青野配水池、柳沢配水池、
東原ニュータウン配水池、
原配水池

荒久加圧ポンプ場
東原ニュータウン加圧ポンプ場

北部配水区
北小林水源地、
足高水源地、沢田水源地、
木瀬川水源地、双葉水源地

岡宮配水池、足高第一配水池、
東熊堂第一配水池（高区）
東熊堂第二配水池（低区）
西熊堂配水池、椎路配水池、
北小林配水池、柏葉尾配水池、
沢田配水池、足高第二配水池、
木瀬川配水池

西熊堂低区加圧ポンプ場、
柏場尾加圧ポンプ場、
西沢田加圧ポンプ場

南部配水区
内浦水源地、河内水源地、
古宇水源地、江梨水源地

重須第一配水池、
重須第二配水池、
三津配水池、河内配水池、
木負配水池、古宇配水池、
江梨配水池

木負加圧ポンプ場

戸田配水区

新田水源地、第１水源、
第3水源、第5水源、
雉ヶ尾水源、

新田配水池、達磨橋第1配水池、
達磨橋第2配水池、
達磨橋第3配水池、
御浜配水池、柳ヶ窪配水池、
烏ヶ原配水池、船山第1配水池、
船山第2配水池

御浜加圧ポンプ場

井田配水区
井田
赤ノ田水源

井田配水池

配水区

上水道
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水道管（管路）施設 

 

                 

 

 

 

(令和 2 年 3 月末現在) 

 

  (4) 料金体系 

   本市では、平成 22 年 9 月から現在の料金体系になっています。 

料金は総括原価方式により算定しています。基本料金と従量料金の二部料

金制を採用し、量水器の口径と使用水量に応じた口径別料金体系を設定して

います。口径 13～25mm の 10 ㎥使用時は 460 円／月で、県内で最も安くなっ

ています。 

   料金の設定については、毎年沼津市水道事業及び下水道事業経営審議会

を開催し、料金改定の必要性等について検討していただいています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※消費税を含む 

管の名称 管の距離(km) 

導水管 4 

送水管 38 

配水管 1,026 

合計 1,068 

用 途 
口径 基本水量 基本料金 超過料金 

ｍｍ ㎥／月 円／月 円／㎥ 

一般用 

１３～２５ 

１０ 

４６０ 

１１５ 

３０ １，４００ 

４０ ２，６００ 

５０ ４，８００ 

７５ １０，１００ 

１００ １６，５００ 

１５０ ３９，３００ 

公衆浴場用 － ２，１００ ４６ 

船舶及び臨時用 ３７６円 
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  (5) 組織 

   本市の水道事業は水道部内の３課で所管しています。上水道工務課は整

備部門として上水道を専門に所管していますが、水道総務課及び水道サー

ビス課は、上下水道の両事業を所管することで、上下水道の経営の一元化を

図り、効率的な経営体制としています。 

なお、上水道工務課が所管する出先機関として送水管理センターがありま

す。 

 

■令和２年度の水道部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年４月時点で、水道部の水道事業の職員数は 62 人（事務職 15 人、

技術職 19 人（土木 13 人、機械 2人、電気 4人）、現業職 10 人、会計年度任

用職員 18 人）となっています。水道事業を支える職員数については、現時

点で概ね適正人数と判断していますが、一方で、水道事業等の運営を維持し

ていく上においては、新たな人材の育成が課題となります。 

今後も水道事業の広域化や民間事業者等との連携による経営の効率化を

進めつつ、継続して人材育成に取り組みます。 

 

  

水道事業管理者（市長）

水道総務課

経営係

庶務係

経理係

水道サービス課
料金係

給排水サービス係

上水道工務課

上水道工務係

上水道維持係

送水係

送水管理センター

下水道整備課

公共下水道係

流域下水道係

下水道維持係

下水道施設管理センター

水道部
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令和２年４月時点で、水道事業会計から人件費を支弁している職員数は 62 人

です。 

(単位：人) 

  ・上記のうち、技術職１人及び現業職３人は再任用職員 

  ・部長級の人件費は上下水道事業の両会計にて折半 

 ２ 水道施設の見通し 

 本市の水道事業は、産業発展や市街化などに対応して、随時拡張事業を実施

しました。これにより、給水普及率は 99.7％に至っているため、今後新たな

拡張整備の予定はありません。 

  しかし、これまでの拡張事業で整備してきた施設が少しづつ老朽化し始め

ています。また、人口減少などに伴い、今後水需要の増加が見込まれないこと

から、現状を維持しながらも、適正な施設規模となるよう見直しを図りながら

施設の更新を進めることが重要です。 

  

    水道 

総務課 

水道 

サービス課 

上水道 

工務課 

送水 

管理ｾﾝﾀｰ 
合計 

行

政

職 

 

  

 

 

事 

務 

職 

部長 １      

課長   １    １ 

課長補佐  １     １ 

係長・主査  ２ １    ３ 

主任   １    １ 

副主任   １    １ 

主事  ３ ３    ６ 

事務員  １ １    ２ 

小計  ７ ８   １５ 

 

 

技

術

職 

課長     １   １ 

課長補佐     １ １  ２ 

係長・主査   １  ３   ４ 

主任     ３ １  ４ 

技師     ６   ６ 

技術員     ２   ２ 

小計   １ １６  ２ １９ 

現

業

職 

水道技師   １  １ １  ３ 

主任配管技能士   ３  ２   ５ 

配管技能士   １  １   ２ 

小計   ５  4 １ １０ 

 
会計年度任用職員 

 

 １ １４  １ ２ １８ 

 合計  ８ ２８ ２１ ５ ６２ 
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 ３ 耐震化の見通し 

地震対策は、これまで基幹となる導水管・送水管・配水管の布設替えや、主

要配水池の耐震補強及び緊急遮断弁の設置、隣接市町（三島市及び長泉町）と

の災害時緊急連絡管設置等の整備を実施しました。 

また、平成 27 年度に策定した沼津市水道事業ビジョンに位置付けた水道施

設（配水池や管路など）に対し、アセットマネジメント手法を用いて整備を進

めています。 

今後も引き続き、重要な管路や配水池の耐震化などを計画的に進め、有事の

際の減災、早期復旧と水の確保に努めます。 

 

 ４ 漏水対策 

 本市の漏水対応は、市が管理する導水管・送水管・配水管のほか、個人の給

水管については路上から量水器までの区間の対応を行っています。 
 

漏水対応件数 

 
 

合計 
  

うち給水管 うち配水管等 

令和元年度 ３６６件 ２９１件 ７５件 

平成３０年度 ３４８件 ２６６件 ８２件 
 

漏水対応件数はほぼ横ばい傾向にありますが、老朽管は年数の経過とともに

増加するため、継続して対応を進めていく必要があります。 

本市では老朽管に対する漏水調査を継続実施しており、市全域を３年で調査

するサイクルで進め、漏水の早期発見と修理を実施しています。 

漏水の主な原因である経年化した給水管に対しては、配水管更新工事の際に

取替え、また、給水装置申請時には申請者へ積極的に古い給水管の取替えを促

します。 

 なお、漏水対策は有収水量の増加対策に結び付くと考えられるため実施して

おり、本市の有収率は 84～85％で推移しています。今後も漏水対策と有収水

量の推移を検証しながら取り組みを進めていきます。 
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 ５ 広報啓発活動 

  本市では、毎年６月１日から６月７日まで実施される「水道週間」において、

市民への啓発活動として、本市水道の最大の水源地である泉水源地の一般開

放を実施しています。 

 また、安全でおいしい沼津の水をアピールするためにペットボトル飲料水の

製造を行い、市主催のイベントで提供しているほか、ふるさと納税の返礼品と 

して活用し、市内外へのシティプロモーションを行っています。 

・ facebook アカウント「ぬまづの水」を開設 

・ 消費生活展への出展 

 

 ６ 市民参画 

  平成 26 年 7 月に、水道事業及び下水道事業の計画的な事業推進及び健全な

経営について、市長の諮問に応じて審議するため、沼津市水道事業及び下水道

事業経営審議会条例を制定し、審議会を常設化しました。 

審議会は、学識経験者、農業・漁業・工業等の各業界の代表、自治会連合会、

消費者協会、公募市民などで構成され、上下水道の計画策定に関することや、

料金・使用料が適正かどうかなどの審議を行っています。 
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７ これまでの経営健全化の取組 

① 組織及び人員配置の見直し 

  本市では、平成 14 年度に下水道部を廃止して水道部に統合し、平成 21 年

度には、水道部の新庁舎完成の際に、上・下水道の両事業で分かれていた経理

部門を統合したほか、市民に接する料金収納・計量及び給排水サービスを円滑

に実施するため、上・下水道の給排水部門も統合しました。 

 平成 25 年度には、水道経理課を廃止して水道総務課に統合するなど、上・

下水道の両事業とともに、組織のコンパクト化・スリム化を図りました。 

 また、組織見直しと併せて人員配置の見直しを行っており、平成 21 年度の

組織見直しの際は、水道部全体の職員数は 121 人でしたが、令和２年４月では

102 人となっており、沼津市全体の定員管理の中で人員配置の適正化を進めて

います。 

 

② 民間活力の活用 

本市では、これまで施設の維持管理業務の民間委託の拡大などにより、経費

節減に努めてきました。今後は、市が継続して実施すべき業務と、民間に委託

すべき業務を見極め、職員の技能の維持及び伝承を図りながら、業務の効率化

が可能な範囲とその効果を検討し、民間活力の活用を推進していきます。 

また、ＰＦＩ方式などによる民間の資金やノウハウの活用については、安心・

安全な水道水の確保、危機管理体制の維持、適正な人員配置及びコスト削減効

果等を考慮した上で、先進事例などの調査・研究を行っていきます。 

 

③ 企業債の繰上償還 

  過去に高利率で借り入れた企業債については、国の公債費負担対策を活用

し、平成 19 年度から 26 年度にかけて、金利５～７％の企業債を対象に高金

利企業債の繰上償還を行い、負担の軽減を図りました。 

繰上償還については、国が認める臨時的な特例措置であるため、今後、特例

措置が行われる場合には積極的に制度を利用して、公債費負担の軽減を図りま

す。 
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④ 未利用資産の売却 

水道事業会計で所有している土地などの不動産のうち、何らかの理由で使用

や稼働を休止させている資産や、更なる有効活用が見込まれる資産については

利用状況や今後の活用方法を調査し、可能であれば売却して、収益の増加に努

めます。 

 

⑤ 不用品の売却 

■使用済量水器の売却 

使用期限切れ等により回収した使用済の量水器は、過去に廃棄処分してい

ましたが、リサイクル機運の高まりや資源価格の上昇によるコスト回収が可

能なことから、平成 27 年度から毎年度売却を行っております。 

令和元年度は 16,037 個（重量約 22ｔ）を売却し、売却益は約 9百万円(税

抜)となっており、今後も継続して取り組んでいきます。 

 

■その他不用資産売却 

平成 24 年度には登録後 10 年以上使用した大型ダンプ(車両)をネットオ

ークションに出品し売却したほか、水道事業で発生した鉄くずや、経年劣化

して不用となった資機材の売却などを随時行っています。令和元年度も鉄く

ずを売却して売却益が約 2万円ありました。 

今後も不用資産が発生する場合は機会を捉えて有利な方法で処分を行い、

収入の増加に努めます。 

 

⑥ 現金預金の運用 

水道事業会計の現金預金については、資金の安全性の確保を重視するととも

に、流動性と収益性の確保を図りながら、有利な運用に取り組んでいます。 

平成 30 年度には、民間金融機関の大口定期預金への預け入れにより、103 万

2,938 円の利息収入がありました。 

今後も安全性等を確保できる範囲で、預金等の運用を検討していきます。 
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⑦ 電気コストの削減 

現在は、電力自由化に伴う多様な電力調達の選択が可能になっており、安定

して安全に安価な電力を供給できる事業者の選定及び供給契約の締結を進め、

経費削減を目指します。 

この取り組みとして、平成 30 年度から、水道部庁舎及び上下水道施設 19 施

設を対象として、長期継続契約による電力供給契約を締結し、令和元年度には

電力使用料が約 700 万円削減されました。 

今後も電力使用量の削減に努めながら、使用料の削減を目指します。 
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８ 経営の健全性・効率性 

全国の水道事業及び下水道事業を運営する自治体は、経営の現状や課題を的

確に把握することを目的に、総務省自治財政局からの通知に基づき、経営や施

設の状況を表す経営指標を活用し、経年比較や事業規模等が似ている自治体と

の比較を行いながら、経営比較分析表を作成し公表しております。 

  以下は、現在公表している平成 30 年度の経営状況に関する水道事業の経営

比較分析表に基づき、本市の経営状況について説明します。 

 

本市の水道事業の経営状況は、経常収支比率が継続的に 100％を超えて黒字

を確保し、また、累積欠損金比率が０％を維持して累積の赤字分がないなど、

健全経営を確保しています。 

  これは、本市が泉水源地などの良質で豊富な水資源が確保できているため

で、水道水１㎥あたりにどの程度費用がかかるかを表す給水原価が、全国平均

や類似団体平均と比較しても半分程度となっており、水道水の供給にかかる

費用が安く抑えられる地理的利点があります。 

料金回収率については、全国平均などと比較しても高く、水道料金で給水に

かかる費用を賄えていることを示し、安定した経営状態を維持しています。 

一方で、施設利用率は減少傾向にあります。これまでは増加する水需要に対

応して整備を進めてきましたが、人口減少や節水機器の普及などにより年々配

水量が減少していることが主な要因と考えられ、この傾向は人口減少が続く中

では継続すると想定されます。 

  そのため、今後の人口減少などによる水需要を考慮して、施設整備を行う際

は、施設の統廃合やダウンサイジングを検討するなど、効率的な施設形態とな

るような整備を進めていく必要があります。 

  施設の老朽化については、昭和 22 年の水道創設事業認可から 70 年以上が

経過し、拡張工事を進めてきた結果、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を

示す管路経年化率について、本市は全国平均等と比較しても高く、年々上昇し

ています。これに対し、１年間の管路更新のペースを示す管路更新率は、全国

平均等と比較しても高く、着実に更新を進めているところであります。 

  今後もアセットマネジメント計画などに基づき、管路の長寿命化や更新を

計画的に進めていきます。 
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 ※経営比較分析表における類似団体とは、末端給水事業における現在給水人

口規模が 15 万人以上 30 万人未満の団体であり、全国で 77 団体あります。 

 

 例：北海道函館市、青森県青森市、福島県福島市、茨城県日立市、神奈川県小

田原市、福井県福井市、静岡県富士市・磐田市、愛知県豊川市、兵庫県加

古川市、広島県呉市、徳島県徳島市、長崎県佐世保市 など 

 

※各指標の算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

指標 算出式

1 経常収支比率（％）

2 累積欠損金比率（％）

3 流動比率（％）

4 企業債残高対給水収益比率（％）

5 料金回収率（％）

7 施設利用率（％）

8 有収率（％）

1 有形固定資産減価償却率（％）

2 管路経年化率（％）

3 管路更新率（％）

2.老朽化
の状況

6 給水原価（円）

区分

1.経営の
健全性・効
率性

経常収益
経常 用

×100

 年    欠損金
営業収益     収益

×100

流動資産
流動 債

×100

企業債  高
給水収益

×100

 用       金  

年  有収水 

     水 
   水  

×100

年  有収水 
年   水 

×100

減価償却累  
  原価

×100

 定 用年  経    ・ ・ 水管路  
 ・ ・ 水管路  

×100

  年  更新   ・ ・ 水管路  
 ・ ・ 水管路  

×100

 給 価
給水原価

×100
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 ①経常収支比率 
  当該年度における給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理

費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。 

100％以上であれば単年度の収支が黒字となります。本市は 115.84％で黒字

であることを示します。また、直近４年間も 110％以上で推移し、全国平均

112.83％、類似団体平均 112.62％よりも高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②累積欠損金比率 
  営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの

繰越利益剰余金等でも補填することができず、複数年度にわたって累積した

欠損金のこと）の状況を表し、０％は累積欠損金が発生していないことになり

ます。 

本市は０％であり、直近４年間も０％で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 123.58 115.81 123.37 118.75 115.84

類似団体 114.43 114.08 115.36 113.95 112.62

100

105

110

115

120

125

(％)

沼津市 類似団体

全国  【112.83】経常収支比率（％）

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

類似団体 0.13 0.00 0.00 0.00 0.75

0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
0.50
0.60
0.70
0.80

累積欠損金比率（％）

沼津市 類似団体

全国平均【1.05】（％）



 

 

第２章 水道事業の現状と課題 

17 

 ③流動比率 
  １年以内に支払うべき短期的な債務に対して支払うことができる現金等が

ある状況を示すもので、100％以上であることが求められます。 

本市は 242.81％で 100％を超えていますが、全国平均 261.93％、類似団体

平均 318.89％より低い状況です。今後も料金等の現金収入の確保に努める必

要があります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④企業債残高対給水収益比率 
  給水収益に対する企業債残高の割合で、企業債残高の規模を表しますが、特

に明確な数値基準はありません。本市は 459.66％で、全国平均 270.46％、類

似団体平均 290.07％より高くなっています。 

本市は、昭和 35 年度から平成 26 年度にかけて５期にわたる拡張事業を行

った結果、給水普及率は 99％を超えており、これまでの拡張事業で整備され

たインフラを将来世代にわたって長期的に使用するため、企業債によりコスト

を平準化しています。 

また、今後も管路の耐震化や更新を行っていく必要があり、自主財源と企業

債などの財源のバランスを考えながら、整備を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 421.81 431.77 443.59 452.81 459.66

類似団体 301.99 298.09 291.78 295.44 290.07

250
300
350
400
450
500

(％)

沼津市 類似団体

全国  【270.46】企業債残高対給水収益比率（％）

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 184.03 180.57 228.16 211.36 242.81

類似団体 289.80 299.44 311.99 307.83 318.89

100

150

200

250

300

350

沼津市 類似団体

全国  【261.93】
(％)

流動比率（％）
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 ⑤料金回収率 
  給水原価に対する供給単価の割合を表した指標で、回収率が高いほど料金

の収益性が良く、100％を下回っている場合は、給水にかかる費用を給水収益

以外で賄っていることを示しています。 

  本市は 108.78％で、全国平均 103.91％、類似団体平均 104.84％と比較して

も高く、現状では適切な料金収入を確保していることになります。 

 

 ⑥給水原価 
  有収水量１㎥あたりどのくらいの費用がかかっているかを表すもの（年間

の水道水を供給するために要した費用を有収水量で割った、１㎥あたりの製

造単価）です。 

明確な基準はありませんが、本市は 81.18 円で、全国平均 167.11 円、類似

団体平均 161.82 円と比較すると大幅に安価となっています。 

本市は良質で豊富な水資源を供給できることが背景にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 117.03 109.18 116.78 112.40 108.78

類似団体 107.05 106.40 107.61 106.02 104.84

100

105

110

115

120

(％)

沼津市 類似団体

全国  【103.91】料金回収率（％）

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 76.31 88.22 75.88 78.71 81.18

類似団体 155.09 156.29 155.69 158.60 161.82

40
60
80

100
120
140
160
180

（円）

沼津市 類似団体

全国  【167.11】給水原価（円）
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 ⑦施設利用率 
  一日の配水能力に対する一日平均配水量の割合で、施設の効率的な利用状

況や適正規模を判断する指標です。明確な基準はありませんが、本市は

56.34％(令和元年度 54.34％)で、全国平均 60.27％、類似団体平均 62.32％よ

り低くなっています。 

災害や事故等に対応できるよう一定の余裕は必要となりますが、本市では、

昭和 25 年から増加する水需要に対応するために施設整備を進め、給水普及率

が 99％超となりましたが、少子高齢化による人口減少や、生活様式の変化に

より水需要が減少しており、施設利用率も今後低下する可能性があります。 

今後の施設更新は、施設の統廃合を視野に入れて、適正な施設規模となるよ

う整備が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑧有収率 
  年間総有収水量を総配水量で割ったもので、施設の稼働が収益につながっ

ているかを判断する指標です。 

100％に近いほど施設の稼働状況が収益に反映されていることを示し、本市

は 84.00％で、全国平均 89.92％、類似団体平均 90.19％より低くなっていま

す。徐々に進む老朽化に対応した水道施設の更新を進めるとともに、効率的な

稼働に向けて、引き続き漏水等の対策などに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 58.44 58.18 58.01 56.82 56.34

類似団体 61.61 62.34 62.46 62.88 62.32

50

55

60

65

(％)

沼津市 類似団体

全国  【60.27】施設利用率（％）

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 85.33 84.16 83.76 84.48 84.00

類似団体 90.23 90.15 90.62 90.13 90.19

80

85

90

95

(％)

沼津市 類似団体

全国  【89.92】有収率（％）
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 ⑨有形固定資産減価償却率 
  有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを

表す指標で、資産の老朽化度合いを示しています。明確な基準はありませんが、

数値が高いほど法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、将来に施

設の改築等を必要とすることになります。 

  本市は 45.01％で、全国平均 48.85％、類似団体平均 48.86％より低い状況

にあります。昭和 22 年の水道創設事業認可から 70 年以上が経過して施設の

老朽化が進んでいます。 

今後はアセットマネジメント手法などにより、施設の長寿命化や更新に取り

組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩管路経年化率 
  法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表した指標です。 

明確な基準はありませんが、本市は 28.71％で、全国平均 17.80％、類似団

体平均 18.51％より高くなっており、年々上昇傾向にあります。 

管路の老朽化が進んでいることを示し、管路更新を計画的に進める必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 42.64 42.58 43.57 44.23 45.01

類似団体 46.36 47.37 48.01 48.01 48.86

40
42
44
46
48
50

(％)

沼津市 類似団体

全国  【48.85】有形固定資産減価償却率（％）

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 21.35 23.88 26.66 26.30 28.71

類似団体 13.57 14.27 16.17 16.60 18.51

5

10

15

20

25

30

(％)

沼津市 類似団体

全国  【17.80】管路経年化率（％）
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⑪管路更新率 
  この１年で更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状

況を示します。明確な基準はありませんが、一般的に高い方が望ましいとされ

ています。 

本市は 1.41％で、全国平均及び類似団体平均の 0.70％より高く、老朽化す

る管路の更新に努めていることが示されており、今後も計画的に管路更新に取

り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30

沼津市 0.38 0.62 1.07 1.25 1.41

類似団体 0.72 0.67 0.67 0.65 0.70

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1

1.2
1.4
1.6

(％)

沼津市 類似団体

全国  【0.70】管路更新率（％）
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１ 給水人口の見通し 

■ 行政人口 

  本市の行政人口は、令和元年度末では 194,207 人ですが、2028 年度(令和

10 年度)末には 178,020 人になると推計しています。（2035・2040 年度は、

沼津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（以下、人口ビジョン）による

推計です。） 

また、給水人口に含まれる清水町の行政人口については、経営戦略期間内

での減少は見込まれませんが長期的には減少すると推計されています。 

 
 (各年度末時点  単位：人) 

     （2010～2019 年は実績値、2024・2028 年は水道事業認可資料(ｺｰﾎｰﾄ要因法)、2035・2040 年は人口ビジョン） 

 

 ■ 給水人口 

給水人口も行政人口と同様に、今後も減少傾向が続くと見込まれます。 
 

(各年度末時点) 

年度 
2010 
(H22) 

2015 
(H27) 

2019 
(R 1) 

2024 
(R 6) 

2028 
(R10) 

給水人口(人) 241,666 230,902 225,022 216,881 209,610 

上水道給水 
区域内人口(人) 

242,406 231,595 226,399 217,534 210,241 

給水戸数(戸) 102,305 103,058 105,180 100,395 97,031 

                   （2010～2019 年は実績値、2024・2028 年は水道事業認可資料(ｺｰﾎｰﾄ要因法)） 

 

  

年度 
2010 

(H22) 

2015 

(H27) 

2019 

(R 1) 

2024 

(R 6) 

2028 

(R10) 

2035 

(R17) 

2040 

(R22) 

沼津市 210,426 199,901 194,207 185,300 178,020 172,557 165,900 

清水町 32,704 32,484 32,192 32,860 32,830 31,881 31,634 

合計 243,130 232,385 226,399 218,160 210,850 204,438 197,534 
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２ 有収水量の見通し 

■ 有収水量等の推移 

 

年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

有収水量 
（千㎥／年） 32,045 31,331 30,348 29,881 29,569 29,216 28,803 

一人一日有収水量 

（ℓ／人／年） 370.3 365.4 357.4 353.6 353.1 351.4 348.9 

 

年間の有収水量では、平成 24 年度の 3,204 万 5 千㎥から 10.1％減少し、

平成 30 年度には 2,880 万 3 千㎥となりました。これは、給水人口の 4.6％

減を大きく上回る減少となっています。 

給水人口の減少率以上に有収水量が減少している要因は、節水機器の普及

や節水意識の高まり等の影響により、一人当たりの使用水量が年々減少して

いるためです。上表のように、一人一日有収水量は、平成 24 年度の 370.3ℓ

から、平成 30 年度には 348.9ℓに、5.8％減となっています。 

 

  

190,000

200,000

210,000

220,000

230,000

240,000

250,000

2010(H22) 2015(H27) 2019(R 1) 2024(R 6) 2028(R10)

（人） 給水人口の見通し

給水人口 行政人口
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■ 使用水量段階別使用状況 年度比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用水量の段階別使用状況で平成 24 年度と平成 30 年度を比較すると、年

間 20 ㎥以下の割合が、件数では 31.0％から 34.8％に 3.8 ポイント増、水量

では 5.5％から 7.0％に 1.5 ポイント増となっています。 

   一方で、年間 101 ㎥以上の割合は、件数では 6.0％から 4.2％に 1.8 ポイ

ント減、水量では 34.7％から 30.4％に 4.3 ポイント減となっています。 

   このように、使用水量段階別の推移では、多量使用者の割合が減少し、少

量使用者の割合が増加する傾向にあります。 

 

■ 業種区分別使用状況 年度比較 

 

業種区分 
伸び率（平成 24 年度⇒30 年度） 

件数 水量 1 件当たり水量 

一般家庭 1.032 0.919 0.890 

建設業 0.911 0.773 0.849 

製造業 0.909 0.755 0.830 

卸小売業 0.897 0.815 0.909 

サービス業 0.981 0.882 0.899 

公共 1.037 0.971 0.936 

全 体 1.021 0.899 0.880 

 

  

使用水量段階 
（㎥／年） 

構成比率 

24 年度 30 年度 

件数 水量 件数 水量 

20 ㎥以下 31.0％ 5.5％ 34.8％ 7.0％ 

21 ㎥以上 100 ㎥未満 63.0％ 59.8％ 61.0％ 62.6％ 

101 ㎥以上 6.0％ 34.7％ 4.2％ 30.4％ 
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業種区分別の使用状況について、平成 24 年度から平成 30 年度への伸び率

は前ページの表のとおりです。件数は、全体で 2.1％増加し、一般家庭や公

共では増加しているものの、卸小売業で 10.3％減、製造業では 9.1％減とな

るなど大きく減少しています。 

水量では、全体で 10.1％減となり大きく減少しています。業種区分別で

は、一般家庭は 8.1％減で、全体の 10.1％減より減少率は小さかったものの、

製造業で 24.5％減、建設業で 22.7％減となり、件数の減少率に比して大幅

な減少となっています。 

これは、1件当たり水量において、全体の 12.0％減に対して、業種区分別

で、製造業が 17.0％減、建設業が 15.1％減と減少幅が大きかったことから、

件数の減少率以上に水量が減少したものです。 

 

 ■ 今後の見通し 

今後の有収水量については、過去３ヵ年の有収水量の伸び率（減少率）を

算出し、令和元年度の口径別使用水量段階ごとの水量に伸び率を乗じて算出

しました。伸び率は年 1.23％減を見込んでいます。 

なお、種別のうち一般用は上記の算出方法とし、臨時用・船舶用・公衆浴

場用は、一般用に対して水量が僅かであるため、過去の実績の傾向と整合を

図り、５ヵ年平均の数値を用いて算出しています。 

 

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

(㎥)

（年度）

有収水量の見通し
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１ 沼津市水道事業ビジョンと経営戦略 

 本市の水道事業では、「富士山の清水を享受し、守り育む沼津の水道」の基

本理念のもと、平成 27 年度に沼津市水道事業ビジョンを策定しました。この

基本理念を実現するために、３つの理想像と７つの基本方針を定め、それを達

成するための 44 の実現方策を設定しております。 

 本経営戦略は、公営企業として運営する水道サービスを将来にわたって継続

していくために、アセットマネジメントから導かれる投資と財源の均衡を持続

させることを目指します。 

 これにより、沼津市水道事業ビジョンの基本方針に位置付けた実現方策の達

成をより確かなものにしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経営戦略の方向性 

 経営戦略では、沼津市水道事業ビジョン（平成 28 年３月策定）の「第４章

基本理念及び理想像」を継承し、令和 12 年度までに取り組む「第５章 実現方

策」の達成を図ります。 
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   〇水源の取水能力の維持 

《水源余裕率： 目標令和 12年度 73.9%  令和元年度 70.9%》 

〇自然環境の保全 

《環境保全活動への参加・協力： 毎年参加》 

 

 

   

   〇水質監視の継続 

《水質の監視の継続： 継続実施》 

〇沼津市水安全計画の適正な運用 

《水安全計画の３年１回の見直し： 前回見直し平成 28 年度》 

〇水源地環境の監視 

《水源地環境の監視： 継続実施》 

 

 

   

   〇低水圧地域の解消 

《給水圧不適正率： 目標令和 12年度 4.5%  令和元年度 4.3%》 

〇管路の整備 

《補完管路整備計画の立案・実施：仕切弁による配水区域の調整》 

 

 

   

   〇適切な給水装置工事の指導 

《給水装置設計施工指針の見直し 継続実施》 

〇受水槽施設の適正な管理 

《受水槽所有者への維持管理の周知： 継続実施》 

〇鉛製給水管の削減 

《鉛製給水管の削減：目標令和 12年度 90 件/年  令和元年度 160 件/年》 

基本方針１ 水道システムの安全性の向上 

（１）水源の保全 

（２）水質管理の徹底 

（３）配水圧の適正化 

（４）給水水質の向上 
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   〇浄水施設の耐震化 

     《浄水施設耐震率：目標令和 12年度 92.2%  令和元年度 19.4%》 

   〇配水池の耐震化 

     《配水池耐震施設率：目標令和 12 年度 94.7%  令和元年度 76.2%》 

   〇管路の耐震化 

     《管路の耐震化率：目標令和 12年度 52.5%  令和元年度 37.7%》 

     《基幹管路の耐震化率：目標令和 12年度 51.2%  令和元年度 38.6%》 

     《耐震化優先管路の耐震化率：目標令和 12年度 38.7%  令和元年度 26.6%》 

 

 

    

    〇お客様や水道関係者との防災訓練の実施 

     《総合防災訓練への参加： 年１回参加》 

     《水道事業関係者との防災訓練の実施： 年１回実施》 

    〇災害対策本部との連絡体制強化 

     《災害対策本部との連絡体制強化： 継続実施》 

    〇災害時における効果的な情報提供方法の見直し 

     《災害時の情報提供方法の見直し： 継続実施》 

 

 

  

基本方針２ 災害対策の推進 

（１） 施設の耐震化 

（２） 応急給水・応急復旧体制の強化 
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   〇効果的な施設形態の構築（ダウンサイジングや統廃合） 

     《施設のダウンサイジング及び統廃合： 随時実施》 

   〇配水池や各種設備機器の更新 

     《経年化設備率：目標令和 12 年度 5.4%  令和元年度 9.5%》 

   〇管路の更新 

     《経年化管路率(想定耐用年数に基づく)：目標令和 12年度 13.6% 

令和元年度 21.4%》 

     《管路の更新率：目標令和 12 年度 14.0%  令和元年度 4.7%》 

     《管路の更新延長：目標令和 12年度 152.8km  令和元年度 50.6km》 

 

 

    

   〇運転管理技術の継承 

     《運転操作マニュアルの作成・見直し： 必要に応じて見直し》 

   〇監視制御設備の充実 

     《監視制御設備の充実： 平成 28 年 送水管理センター竣工》 

   〇管路の調査と補修の継続 

     《管路の調査と補修： 継続実施》 

 

 

 

 

 
    

    〇窓口対応の改善 

     《内部・外部研修の実施： 毎年実施》 

    〇お客様の利便性を高める取り組みの実施 

     《新たな支払方法の検討・実施： 利便性向上に向けて研究中》 

 

基本方針３ より安定した施設の構築 

基本方針４ お客様とのコミュニケーション強化 

（１）お客様対応の改善 

（１）施設の更新 

（２）施設の運転及び維持管理 
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   〇アンケート実施回数の増加 

     《アンケートの実施：市民意識調査等の活用を検討 １回／３年》 

 

 

    

   〇情報提供内容や提供方法の検討 

     《情報提供内容や提供方法の改善： facebook「ぬまづの水」の開設》 

     《ホームページのリニューアル： 継続実施》 

   〇水道事業のＰＲ 

     《水道部職員のイベントへの参加： 富士山涵養林の植樹活動へ毎年参加》 

     《                消費生活展への出展       》 

 

 

 

 

 

    

    〇経営計画の見直し 

     《経営計画の見直し： 毎年経営見通しを見直し》 

    〇水道料金の見直し 

     《水道料金の見直し： ５年以内ごとに審議会にて検討 》 

 

 

    

   〇民間委託の内容検討と実施 

     《民間委託の検討と実施： 業務委託にて包括的民間委託活用を検討済》 

   〇組織体制の見直し 

     《組織体制の見直し： 随時検討実施》 

 

 

基本方針５ 健全な経営の持続 

（２）お客様の意見を取り入れる仕組みの改善 

（３）広報の充実 

（１）経営計画等の見直し 

（２）業務の効率化 
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   〇簡易水道事業の統合 

     《簡易水道事業の統合：令和２年４月１日に井田簡易水道事業を上水道に統合》 

   〇専用水道の統合検討 

     《専用水道の統合検討・実施： 必要に応じて実施》 

 

 

 

 

    

 

〇外部研修への参加による技術の向上 

〇ＯＪＴ（業務実施研修）及び内部研修による技術の継承 

〇職員相互の技術情報の共有化 

     《外部・内部研修実施》 

 

 

 

 

 

    

   〇電力使用量の低減 

     《配水量１㎥当たり電力消費量(kwh/㎥)：目標令和 12年度 0.330  

令和元年度 0.331》 

   〇再生可能エネルギーの検討 

     《再生可能エネルギーの導入検討： 検討実施》 

   〇建設副産物の再資源化と活用 

     《建設副産物のリサイクル率：目標令和 12年度 65.0％ 令和元年度 50.4％》 

 

 

基本方針６ 水道技術の向上と継承 

基本方針７ 環境への配慮 

（３）簡易水道事業及び専用水道の統合検討 

（１）技術力の向上と継承 

（１）環境に配慮した取り組み 
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１ 投資計画 

  本市の給水普及率はほぼ 100％であるため、新たな拡張整備の予定はあり

ません。しかし、昭和 25 年に泉水源地からの送水を開始して 70 年以上が経

過し、管路や施設の老朽化が徐々に進んでいることから、計画的な施設更新

を進めるとともに、地震に対する備えとして耐震化の整備も進めていかなけ

ればなりません。 

  平成 27 年度に策定したアセットマネジメントでは、本市の水道事業の法

定耐用年数を過ぎた経年資産は、構造物及び設備については全体の 18.3％、

また、管路については 24.6％となっています。 

  これら資産について、実使用年数などを踏まえ、実際に使用可能な年数と

して法定耐用年数の概ね 1.5 倍の年数となる想定耐用年数を設定し、長寿

命化などを行いながら耐用年数を伸ばして事業費を平準化した場合、20 年

間の更新需要が、構造物及び設備では約 100 億円、管路では約 270 億円と推

計されています。 

この調査結果をもとに、事業費を平準化しながら投資的な整備を進めてい

きます。 
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① 水道施設の更新 

施設の更新は、その重要度や設置年度、稼働状態、使用材質や施設の不具

合発生頻度などを踏まえ、事業計画に基づき進めています。 

令和２年３月末の管路の現状は、管路総延長 約 1,068km のうち法定耐用

年数を超えた管路は約 334km で、全体の 31.3％(334km/1,068km)となってい

ます。設備機器の現状は、設備機器数 655 設備のうち法定耐用年数を経過し

た設備は 62 設備で、経年化率 9.5%(健全化率 90.5%)となっています。 

 

今後は、設備機器については、その重要度や設置年度、稼働状態、点検結

果などを踏まえ、受変電設備やポンプ設備などの更新を行い、管路について

は、布設年度の古い管や、漏水の多い管種を優先して更新を進め、ビジョン

の目標値である、設備 94.6%、管路 70%の健全度を保つことを目指して更新

を行っていきます。 

経年管路の更新は、毎年計画的に進めていますが、下水道事業や道路改修

事業等、他事業に起因した配水管の布設替えが多いことから、他事業の進捗

の影響を受ける場合があります。 

令和３～12年度の事業費としては217億7,478万9千円(管路177億3,852

万 4 千円、水源施設 40 億 3,626 万 5 千円)を見込んでいます。 

 

② 水道施設の耐震化 

水道施設の地震対策は、これまでも基幹管路となる導水管・送水管・配水

管の布設替えや、主要配水池への緊急遮断弁の設置、隣接市町（三島市及び

長泉町）との災害時緊急連絡管設置等の事業を実施してきましたが、ビジョ

ンに基づき、配水池や管路などの施設についても計画的に耐震化を進めてい

きます。 

令和２年３月末現在の耐震化率は、43 池（6 万 5,775 ㎥）ある配水池のう

ち耐震補強された配水池は 21 池（5万 125 ㎥）で、耐震化率は 76.2％です。 

平成 26 年度までに主要な配水池の耐震補強が完了したため、平成 27 年度か

らは重要度・築造年度など踏まえ、順次耐震補強を実施しています。 

令和３～12 年度の事業費としては 43 億 5,487 万 6 千円（管路 34 億 9,987

万 6 千円、水源施設 8億 5,500 万円）を見込んでいます。 
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２ 財政計画 

本市の水道事業会計は、経常収支比率が 100％を超えて黒字を確保し、累

積欠損金（過去の累積赤字）もなく、健全な経営状況を維持しています。 

しかし、使用水量の減少に伴い料金収入は減少傾向にあり、この傾向は今

後も続くと見込んでおり、経営戦略の計画期間内に収益的収支(３条収支)に

不足が生じて欠損金が発生することが見込まれます。 

これまでも、水需要に対応した拡張整備の財源として企業債を充当してい

るため、企業債残高対給水収益比率が全国平均等よりも高く、今後も施設の

更新需要に伴う企業債残高の増加が見込まれます。 

  また、公営企業会計では投資（資本的支出）に必要となる補てん財源を枯

渇させないこと、そして、欠損金が過度に累積しないことが重要であり、料

金収入で給水費用を賄っていることを示す料金回収率が 100％を下回らな

いよう、黒字経営を維持することが求められます。 

  本市では、良質で安価な水道サービスを提供できておりますが、将来にわ

たって水道事業を安定的に継続して運営する上で、収支のバランスがとれた

適切な料金設定が必要となります。 

 

① 料金収入 

  本市では、平成 22 年度に、経営状況を改善させるため料金改定を行いま

した。 

   料金収入の予測は、「第３章 ２有収水量の見通し」での有収水量及び調

定件数に、現行料金を適用して算出しています。 

今後の景気動向などの不安定要素はありますが、人口減少や節水機器の普

及による使用水量の減少で、緩やかな減収が予想されるため、料金収入を約 

20～24 億円／年で見込んでいます。 

 

② 一般会計繰入金 

  一般会計からの繰入金については、毎年度総務副大臣から発出される「地

方公営企業繰出金について」に定める繰入基準に基づいて算定され、毎年一

般会計と協議した額を繰り入れます。 

水道事業職員の児童手当分(基準内繰入金)及び他会計補助金のほか、過去

の繰入額の推移を踏まえて、毎年約 2,000 万円を見込んでいます。 
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③ 国庫補助金 

  国庫補助金（生活基盤施設耐震化等交付金）は、厚生労働省の基準に基づ

き補助対象事業費の１／３で算定し、過去の交付実績を踏まえて約 1,800 万

円／年を見込んでいます。 

 

④ 企業債 

  水道事業では、耐用年数を過ぎた施設の更新需要が大きく、投資負担を平

準化し、世代間負担の公平を確保する必要があります。 

そのため、企業債の発行による事業実施が必要不可欠であり、国庫補助金

等で賄えない事業費の財源を企業債で補てんせざるをえない状況です。 

  今後も企業債残高対給水収益比率などの指標を確認しながら、投資負担を

平準化して世代間負担の公平を確保するために、企業債により財源を確保し

ます。 

  今後は建設改良費(配水設備事業費)が増加するため、各年度の事業費から

特定財源を控除した額に応じて起債額を設定し、約 15～16 億円／年で見込

んでいます。 
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投資・財政計画の前提条件は以下のとおり 

 

収
益
的
収
支 

収
益
的
収
入 

営業収益 

料金収入 

使用水量及び調定件数の見込みにより算定 

「第３章水需要の見通し ２有収水量の見通し」にて水量を予測 

営業収益 

 料金収入以外 
受託工事収益、その他営業収益の過去３ヵ年の実績を踏まえ算定 

営業外収益 

長期前受金戻入以外 

過年度の国庫補助金・県費補助金・工事負担金・消火栓維持管理

負担金の実績を踏まえ算定 

営業外収益 

長期前受金戻入 
過去３ヵ年の実績を踏まえ算定 

営業費用 減価償却費 過去の減価償却費と投資計画に定める事業の額から算定 

収
益
的
支
出 

営業費用 

職員給与費・経費 
過去３ヵ年の実績を踏まえ算定 

営業費用 

 減価償却費 

既設の資産の減価償却費を算出し、また、計画期間に新設及び更

新が見込まれる固定資産に係る減価償却費を加算 

営業外費用 

支払利息 

その他 

支払利息：既発債は年度別償還予定により算定し、新発債の利息

を加算 

その他：雑支出を過去３ヵ年の実績を踏まえ算定 

特別利益 退職給付引当金の戻入を想定し計上 

特別損失 近年実績がないため０ 

資
本
的
収
支 

資
本
的
収
入 

企業債 
令和３年度以降の建設改良費に基づき負担の公平性を加味して算

定 

他会計補助金 
一般会計からの職員の児童手当分及び緊急地震・津波対策事業

費補助金を過去３ヵ年の実績を踏まえ算定 

国補助金 生活基盤施設耐震化等補助金などを過去の実績を踏まえ算定 

固定資産売却代金 
未利用資産の売却等の予定に基づき算定 

「第２章水道事業の現状と課題 ７これまでの主な経営健全化の

取組を参照 

工事負担金 
消火栓設置費、専用水道に係る負担金の過去３ヵ年の実績を踏ま

え算定 

その他資本的収入 過去３ヵ年の実績を踏まえ算定 

資
本
的
支
出 

建設改良費 
投資計画に定める事業の額を算定 

（水源設備事業費・配水設備事業費・固定資産購入費） 

企業債償還金 
既発債及び新発債ともに、年度別償還予定により算定 

（繰上償還は考慮しない） 
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● 今後の収支見通し 

令和元年度は収益的収支(３条収支)の黒字を確保し、経営状況は安定して 

いますが、給水収益が年々減少して営業収益が減少する一方で、施設整備に

伴う減価償却費が増加していくことから営業費用が年々増加し、令和５年度

には収益的収支に不足が生じる見込みです。 

また、資本的収支(４条収支)は、耐用年数を迎える施設の更新や耐震化な

どを進めるため、資本的支出額は約 31～35 億円／年で推移すると見込んで

います。 

なお、内部留保資金については、営業収益の１年分(約 20 億円)程度を確

保している状況です。しかし、資本的収支の不足額に対し補てん財源で穴埋

めしていくことから、内部留保資金は徐々に減少すると見込んでいます。 

独立採算を原則とする公営企業会計としては、一般会計からの繰入金に今

以上に頼ることは難しくあります。さらに、現在も資本的支出の事業費の財

源を企業債に依存しており、今後の元利償還の負担を考慮すると、不測の事

業費の増加を借入で対応することは健全ではありません。 

本経営戦略の計画期間中では、令和５年度以降に収益的収支に不足が生じ

ることが見込まれていることから、収益的収支の不足を補い、収支を均衡さ

せた経営を持続させて、安定した水道事業を進める必要があります。 

 

● 収支ギャップの発生が見込まれる場合の解消方法 

投資・財政計画によると、経営戦略期間中に純損失が発生する見通しであ

るため、その解消方法として、経費削減等の経営努力を実施した上で、「①

料金収入の増額（料金改定）」「②起債の増額」、「③一般会計繰入金の増額」

の３つの方法が想定されます。 

 

① 料金収入の増額（料金改定） 

水道料金改定は受益者に負担を求めることになりますが、「受益者負担の

原則」に則っていることからも、一定の合理性が認められます。また、沼津

市水道事業及び下水道事業経営審議会条例においても、５年以内ごとに水道

料金について審議する規定となっております。 

経営審議会において、毎年経営状況を説明する中で、将来にわたって持続

可能な水道事業を実現するためにも、経営の収支均衡に必要な水道料金につ

いて検討していきます。 
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 ② 起債の増額 

令和３年度以降は、資本的支出の事業費から特定財源を除いた満額に企業

債を充当している中で、後年度の負担の平準化を図る必要があります。 

 

③ 一般会計繰入金の増額 

現状においては、総務省より毎年発出されている地方公営企業繰出基準に

基づき、一般会計から基準内の繰入金を受けています。 

毎年度水道事業の予算編成にあたって一般会計と協議していますが、公営

企業として独立採算制の原則を踏まえる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第５章 投資・財政計画 

41 

３ 投資・財政計画に未反映の取組や今後の検討予定の取組 

① 施設・設備の統廃合及び合理化 

今後は、人口減少や節水機器の普及などにより使用水量の減少が見込まれ

るため、施設の更新の際には、統廃合を検討するとともに、ポンプ等の設備・

機器の能力が適正か判断し合理化の検討を行います。 

また、水道部庁舎を含めた水道施設の更新・統廃合・長寿命化においては、

沼津市公共施設マネジメント計画と整合を図り、需要に応じた施設の最適化

や、事業費の節減及び平準化を行います。 

 

② 広域化 

水道事業を取り巻く経営環境は、人口減少や施設・管路の老朽化によって

厳しさを増しています。しかし、水道事業は市民生活に必要不可欠なライフ

ラインであり、安定的・持続的な経営の確保が重要であることから、近年、

市町の区域を超えて連携して取り組む、水道事業の広域化の推進が求められ

ています。 

市町レベルの広域連携としては、東部４市２町水道事業研究会（沼津市、

三島市、裾野市、御殿場市、長泉町、小山町）を平成３年に設置し、その後

６市町で相互応援協定を締結し(平成 12 年 10 月)、緊急時対応、情報交換、

研修会の開催などにおいて連携しています。 

都道府県においては、国から令和 4年度までに水道広域化推進プランの策

定を要請されており、静岡県は、水道広域化推進プランの策定に向け、令和

２年度より、駿豆圏域（賀茂地区を除く）と大井川圏域において水道広域化

シミュレーションを実施し、広域化によるメリット・デメリットの確認を行

うこととしています。本市においては、シミュレーションの結果をもとに、

県及び関係市町と意見交換を行い、広域化に向けた検討を進めていきます。 

 

③ 定員管理の適正化 

本市は、平成 14 年度に下水道部を廃止し水道部に統合した以降も、事務

の効率化による組織のスリム化を実施してきました。水道部の定員管理は、

沼津市全体の定員管理の一部であり、独自性を発揮することに制約はありま

すが、水道事業の広域化、使用水量の減少に伴う施設の統廃合などを進める

中で、業務の効率化・人員配置の見直しに努めます。 
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１ 経営戦略の更新及び検証等 

 本経営戦略は沼津市水道事業ビジョンに基づく内容となっているため、ビジ

ョンの見直しに合わせて更新を行います。 

また、水道事業を将来にわたって安定的に継続していくため、ＰＤＣＡ（計

画・実施・検証・見直し）サイクルに基づき、投資・財政計画の達成状況につ

いて毎年度進捗管理を実施し、計画と実績の乖離を把握して経営状況の改善に

向けた取組みを実施していきます。 

水道料金の変更や民間活力の活用等により収支に大きな修正が必要となる

場合においては、随時、投資・財政計画を見直します。 

 

２ 情報提供 

経営状況については、経営比較分析表を毎年度ホームページに公表するとと

もに、経営戦略を更新した場合もその内容を公表します。 

Plan

計画

Do

実施

Check

検証

Action

見直し
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P2 沼津市総合計画 これからの沼津市をどのようなまちにしていくかを示

す、まちづくりの指針となるもので、市が目指すまちづ

くりの方向性やそれを実現するための施策などを定め

る市の最上位計画。第５次計画は令和３年度から 10 年

間の計画期間 

P2 沼津市水道事業ビジョン 沼津市の水道事業の方向性と取り組むべき施策の基本

的な考え方を示した計画 

P2 国の新水道ビジョン 平成 16 年６月に厚生労働省が水道のあるべき将来像に

ついて、その実現のための施策や工程を明示したのが水

道ビジョンで、その後の水道を取り巻く環境の変化に対

応するため、50 年後、100 年後の将来を見据えた新しい

水道ビジョンとして平成 25 年(2013 年)に全面的に見直

した計画 

P2 アセットマネジメント計

画 

中長期的財政収支に基づき、施設の更新などを計画的に

実行し、持続可能な水道を実現していくために、長期的

な視点に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたっ

て効率的かつ効果的に施設を管理運営することを定め

た計画 

P3 

P4 

 
簡易水道 
 
簡易水道事業 

水を人の飲用に適する水として供給する水道のうち、給

水人口が 100 人を超え 5,000 人以下のもの(水道法)。 

本市では、平成 17 年 4 月に戸田村との合併により引き

継いだ井田簡易水道事業が最後となり、令和２年４月１

日に水道事業と統合 

P4 法適 官公庁会計から公営企業会計に会計方式を移行し、地方

公営企業法を適用すること。 

当然適用の７事業及び財務規定適用である病院事業 

P4 行政区域内人口 住民基本台帳を基本とした人口 

P4 現在給水人口 実際に給水を行っている常時居住の人口 

P4 計画給水人口 水道事業計画上の給水を行う人口 

P4・9・

18・19 

有収水量 給水した水量のうち、消火活動等に使用した水量を除い

た料金徴収の対象となった水量 

P6 総括原価方式 「水道料金算定要領」に示される方法で、減価償却費な

ど現金支出を伴わない費用を含めて総括原価を算定し、

料金総収入額と総括原価が等しくなるように料金を設

定する方法 

P6 従量料金 使用水量の多寡に応じ、水量と単位水量あたりの価格に

より算定し、賦課される料金 

P6 

P9 

導水管・送水管・配水管 導水管は取水施設(水源)からの原水を浄水場へ送る管、

送水管は主に浄水場で処理された浄水を配水場へ送る

管、配水管は配水場から各家庭の前まで浄水を送る管、

ちなみに給水管は配水管から各家庭に引き込む際の管 

P9 有収率 年間有収水量を年間給水量で除した数値 
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P11 ＰＦＩ（Private Finance 

Initiative） 

公共施設等の設計・建設・維持管理及び運営に、民間の

資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主

導で行い、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図

る考え方 

なお、ＰＰＰ(Public Private Partnership)は、官民が

連携して公共サービスの提供を行うスキーム(通称:官

民連携) 

ＤＢＯ(Design Build Operate)はＰＦＩに類似した事業

方式の一つで、公共が資金調達を負担し、設計・建設・

運営を民間に委託することで、民間の提供するサービス

に応じて公共が料金を支払う手法 

P11 企業債 単年度に多額の財源を必要とする上下水道などの社会

資本の整備のために、地方公営企業が外部から資金を調

達することで負担する一会計年度を超える長期の借入

金。 

長期借入を行うことで、施設を利用して便益を受ける後

世代の住民と、現世代の住民の間で費用負担を適切にわ

けることを可能にする。 

起債にあたっては、原則として総務大臣や都道府県知事

に協議する。借入先には財政融資資金、地方公共団体金

融機構資金、市場公募資金などがあり、本市の水道事業

では、地方公共団体金融機構資金などを借入先としてい

る。 

P11 繰上償還 厳しい地方財政を踏まえ、平成 19～21 年度まで(その後

24 年度まで延長)の臨時特例措置で、国が公的資金(金利

5%以上)の貸付金(企業債)の一部について補償金を免除

した繰上償還を認めたもの 

本来、地方公共団体が公的資金を任意で繰上償還する際

には、繰上償還に伴って生じる貸し手の利息収入の損失

に応じて補償金を支払うが、特例措置によって補償金免

除で繰上償還が可能とされた。 

P14 

P18 

 
給水原価 
 
供給単価 

給水原価は、有収水量１㎥当たりの費用（水道水１㎥を

作るのに要した経費であり一般的にいう製造コスト） 

供給単価は、有収水量１㎥当たりの収益（水道水１㎥当

たりの平均単価であり一般的にいう販売価格） 

なお、供給単価から給水原価を引くと１㎥当たりの利益

となるが、相対的に供給単価が低い場合は原価割れとな

る。 

P15 末端給水事業 一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業（一

般家庭等の蛇口に水道水を供給する事業のこと） 

P20 減価償却 長期間にわたって使用できる固定資産の取得に要した

支出を、取得資産の耐用年数に基づき、費用計上してい

く会計処理のこと 
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P20 法定耐用年数 減価償却費の算定に用いるために、地方公営企業法で定

められた固定資産(水道管・配水施設等)の耐用年数のこ

と。 

ただし、必ずしも法定耐用年数を超えて使用できないも

のではなく、施設の長寿命化やアセットマネジメント手

法の導入により、法定耐用年数を超えて施設を有効利用

しており、効率的な施設整備を進めている。 

P22 沼津市まち・ひと・しごと

創生人口ビジョン 

平成 26 年 11 月に施行された「まち・ひと・しごと創生

法」に基づき、本市は平成 27年 10 月に沼津市まち・ひ

と・しごと創生人口ビジョン・総合戦略を策定し、定住

人口の確保と交流人口の拡大に取り組んでいる。 

人口ビジョンは、人口の将来展望について、推計の起点

を直近の 2015 年国勢調査に更新して、令和２年３月に

時点更新した。 

P27 (沼津市)水安全計画 水道水の安全を一層高め、水源から蛇口に至る各段階で

危害評価と危害管理を行い、常に信頼性の高い水道水の

供給を確実にする水道システムを構築するための計画

で、食品の衛生管理の方法として開発された HACCP(ﾊｻｯ

ﾌﾟ)の考え方を水道に取り入れたもの 

P30 包括的民間委託 性能発注・複数年契約により複数業務を一括して民間事

業者に委託すること 

P32 想定耐用年数 水道事業者等における資産の将来見通しの把握におい

て、法定耐用年数で更新した場合の更新需要のピーク時

期やその規模を踏まえつつ、更新費用の平準化及び低減

化を図るために、資産の種類ごとに、適切な健全度を維

持しながら、資産の重要度を踏まえて適切な更新時期を

設定することにより試算した耐用年数 

P34 累積欠損金 営業活動によって生じた欠損(赤字)を、前年度までの利

益等(繰越利益剰余金等)で補てんできず、補てんできな

かった欠損金が複数年度にわたって累積したもの 

P34 補てん財源 資本的収入が資本的支出に対して不足する場合にその

不足額を補てんするもの。 

公営企業内に留保された資金などの財源のことで、具体

的には消費税及び地方消費税資本的支出調整額、損益勘

定留保資金、利益剰余金処分額(積立金)など 

P34 一般会計繰入金 公営企業の目的である事業の遂行に必要な財源として

一般会計から繰り入れた資金のこと。 

基準内繰入金は、一般会計が本来負担（繰出）すべき経

費として、総務省が「繰出基準」に示した経費に対する

資金。本市の水道事業会計に対する一般会計繰入金は、

水道部職員の児童手当に係る経費に対する資金。 

なお、繰出基準にない基準外繰入金は、一般会計による

公営企業の経営補助にあたる。 
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P36 資本的収支(4条収支) 

収益的収支(3条収支) 

公営企業の将来の経営活動に備えて行う建設改良及び

建設改良に係る企業債償還金などの支出、並びにその財

源となる収入の収支を資本的収支という。 

それに対して、公営企業の一事業年度の経営活動に伴い

発生したすべての収入とそれに対応するすべての支出

を収益的収支という。 

P36 内部留保資金 減価償却費などの現金支出を伴わない支出や収益的収

支における利益によって公営企業内に留保される自己

資金のことで、損益ベースでは将来の投資資金として確

保され、資金ベースでは資本的収支の不足額における補

てん財源として用いられる。 

 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）
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全体総括

　現状の経営においては、健全経営を確保できてい
ると考えているが、近年は給水量の減少に伴い水道
事業の主要な財源である水道料金収益は減り続けて
おり、将来においては厳しい経営状況になることが
予想される。
　一方、上述したとおり、水道施設の老朽化に伴う
更新事業は計画的に行っていかなければならない。
　このような中、経営の健全化を維持し、計画的な
施設更新を実現するためには、引き続き、経費削減
に努めることが必要となる。
　また、令和２年度末までに策定する経営戦略に上
記課題を踏まえた内容を盛り込み、水道事業が安定
的に継続できるよう努めていく。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

 本市の水道事業の経営状況は、「①経常収支比
率」が100％を超え（黒字を確保）、全国及び類似
団体平均より高く、「②累積欠損金比率」が０％
（過去の赤字分も無し）であるなど、健全経営を確
保できている。
　これは、１㎥当たりにどの程度費用がかかるかを
表す「⑥給水原価」で示されているように、本市は
良質で豊富な水資源が確保できているため、水道水
供給に費用がかからないことや、「⑤料金回収率」
で示されるように水道料金で給水に係る費用を賄え
ているからである。
　一方、「⑦施設利用率」は減少を続けている。
　これは人口減少や節水機器の普及などにより、
年々配水量が減少していることが主な要因であると
考えられ、この傾向は当面続いていくと想定され
る。
　そのため、今後の人口減少などによる水需要を考
慮し、施設の統廃合、ダウンサイジングなど効率的
な施設形態の検討をしていかなければならない。

2. 老朽化の状況について

　法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す「②
管路経年化率」で示されるように、本市の管路経年
化率は全国及び類似団体平均よりも高く、管路の更
新が急務となっていることが分かる。
　また、当該年度の管路更新ペースを示す「③管路
更新率」は、全国及び類似団体平均を上回っている
が、経年化率から鑑みても、引き続き、管路の更新
事業への投資が必要なことが分かる。

　上記のことから、「②管路経年化率」上昇の抑制
及び「③管路更新率」の向上が図られるよう、引き
続き、管路更新を計画的に進めていく。

2. 老朽化の状況
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経営比較分析表（平成30年度決算）
静岡県　沼津市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.38 0.62 1.07 1.25 1.41

平均値 0.72 0.67 0.67 0.65 0.70

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

120.00

122.00

124.00

126.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 123.58 115.81 123.37 118.75 115.84

平均値 114.43 114.08 115.36 113.95 112.62

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 42.64 42.58 43.57 44.23 45.01

平均値 46.36 47.37 48.01 48.01 48.86

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 21.35 23.88 26.66 26.30 28.71

平均値 13.57 14.27 16.17 16.60 18.51

①経常収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.13 0.00 0.00 0.00 0.75

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 184.03 180.57 228.16 211.36 242.81

平均値 289.80 299.44 311.99 307.83 318.89

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 421.81 431.77 443.59 452.81 459.66

平均値 301.99 298.09 291.78 295.44 290.07

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 117.03 109.18 116.78 112.40 108.78

平均値 107.05 106.40 107.61 106.02 104.84

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 76.31 81.22 75.88 78.71 81.18

平均値 155.09 156.29 155.69 158.60 161.82

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 58.44 58.18 58.01 56.82 56.34

平均値 61.61 62.34 62.46 62.88 62.32

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 85.33 84.16 83.76 84.48 84.00

平均値 90.23 90.15 90.62 90.13 90.19
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